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ing）の死体検案における有用性は確立されつつあ
るものの、死後画像のみで死因を確定できるものは、
外傷、出血性疾患（脳出血、大動脈解離、消化管出
血）、気道内異物や腫瘍性疾患など、粗大な病変が
明瞭に描出される疾患に限られる5）。このように、
臨床経過における画像診断および死亡時画像診断に
より、すべての死因が判明するわけではない。した
がって、死因究明および医療の質確保のためには、
剖検の重要性は依然高い。本研究では、剖検率低下
の要因の一つに、死亡時画像診断等に対する病理医
と臨床医の意識の差があると考え、両者の意識に沿
う剖検率向上のための方法を探る。
方　　　法
1.　研究の目的
　本研究は、病理医と臨床医の剖検及び死亡時画像
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は じ め に
　病理解剖（以下、「剖検」という）は、死因究明
のために重要である。しかしながら、わが国では剖
検数は減少傾向にあり、1988年には 39,578件であっ
たものが、2009年には 14,098件へと減少している1）。
日本病院管理学会（現在の日本医療・病院管理学会）
評議員に対して実施したアンケート及び、大規模私
立病院における調査では、近年の剖検率の低下の理
由として、画像診断などの診断技術の進歩があげら
れている2）3）。
　画像診断技術は進歩しているものの、死亡時の臨
床診断と剖検診断は必ずしも一致しないといわれて
おり、50%の剖検症例では生前臨床で気付かなかっ
た病変が発見されているとの報告もある4）。また、
画像診断の一つである死後画像（postmortem imag-
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診断に関する意識を調査し、その結果から、両者の
意識に沿う剖検率の向上方法を探ることを目的とす
る。
2.　調査の目的・調査方法
　調査は、剖検および死亡時画像診断等に関する意
識を把握することを目的としている。調査対象に特
化した質問があるため、以下の 2種類の調査票を用
意した。2,054名の日本病理学会認定病理専門医（以
下、病理医）を対象に「剖検に関する調査」を
2009年 9月に、また 4,000名の卒後臨床研修評価機
構認定病院に勤務する臨床医を対象に「剖検に関す
る意識調査」を 2009年 10月から 11月にかけて、
郵送アンケート調査を行った。なお、いずれの調査
も無記名式であり、回答者を特定できないように
なっている。調査項目は Table 1および Table 2の通
りである。
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Table 1　Questionnaire for Pathologists
病理医向け
1 性別 1 : 男、2 : 女
2 職位 1 : 大学院生、2 : 大学基礎医学、3 : 大学病理診断科（病理部）、4 : 市中病院病理診断科、5 : 登録衛生検査所、6 : 研究所、7 : その他
3 認定病理専門医取得年数
1 : 受験予定、2 : 5年未満、3 : 5～10年未満、4 : 10～15年未満、
5 : 15～20年未満、6 : 20～25年未満、7 : 25～30年未満、
8 : 30年以上
4 現在の職場の勤務年数 1 : 2年未満、2 : 2～5年未満、3 : 5～10年未満、4 : 10年以上
5 医師免許取得後の執刀剖検数 1 : 50未満、2 : 50～100未満、3 : 100～200未満、4 : 200～300未満、5 : 300～400未満、6 : 400～500未満、7 : 500以上
6 職場に剖検数の目標値はあるか 1 : ある、2 : ない、3 : 知らない
7 現在の職場での年平均剖検数 1 : 25未満、2 : 25～50未満、3 : 50～75未満、4 : 75～100未満、5 : 100以上
8 自身のここ一年の剖検数 1 : 5未満、2 : 5～10未満、3 : 10～15未満、4 : 15～20未満、5 : 20以上
9 職場で剖検を担当する部署 1 : 基礎医学・研究所の病理学講座（部）、2 : 病院の病理診断科・病理部、3 : 両部門が協力、4 : その他
10 剖検の実施体制 1 : 平日の時間内のみ、2 : 平日の時間外も、3 : 休日も、4 : その他
11 CPCの実施 1 : 全例、2 : 興味ある症例・問題例、3 : その他
12 剖検の結果について 1 : 臨床医（主治医）に報告する、2 : 遺族に説明する機会がある、3 : その他
13 過去 10年の剖検数の推移 1 : 減少している、2 : 現状を維持（横ばい）、3 : 増加している
14 病理部門による剖検数の増加施策 1 : 特に実施していない、2 : 実施している
15 病院・臨床部門による剖検数の増加施策 1 : 特に実施していない、2 : 実施している
16 一般に剖検率が減少している理由
1 : 臨床研修制度などにおける剖検率基準の廃止、
2 : 病院収入に結びつかない、3 : 医師が多忙である、
4 : 医師の評価に繋がらない、
5 : 剖検がトラブルの種になることへの防衛意識、
6 : 病理医の対応困難、7 : 画像診断などの技術の進歩、8 : その他
17 死亡時画像診断は剖検の代替手段となると考えるか
1 : そう思う、2 : ややそう思う、3 : どちらとも言えない、
4 : あまりそう思わない、5 : そう思わない
18 今後あるべき死体検索の姿
A 全例を対象として（A-1 : 全てに剖検、
A-2 : 死亡時画像診断または剖検のどちらかを選択する、
A-3 : スクリーニングとして死亡時画像診断を行い必要に応じて剖検）、
B 医師の裁量で対象を選択したうえで（B-1 : 選択したすべてに剖検、
B-2 : 死亡時画像診断または剖検のどちらかを選択する、
B-3 : 選択してスクリーニングとして死亡時画像診断を行い必要に応じて
剖検）、
C その他
19 認定病理専門医育成への取り組み 1 : 積極的に取り組んでいる、2 : 特に取り組んでいない
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3.　分析手法と調査データの加工
　1）　分析手法
　本研究では、2つのステップを経て、分析を行う。
まず、病理医と臨床医の間に死亡時画像診断と剖検
の代替性についての意識の違いがあるか否かを、
Mann-Whitney検定により検証する。Mann-Whitney
検定は、2群の差を検定するポピュラーなノンパラ
メトリックな分析手法の 1つである。
　つぎに、死亡時画像診断と剖検の代替性について
の意識に影響を与えている要因を明らかにするため
に、ステップワイズ順序ロジット回帰モデルを用い
た分析を病理医および臨床医それぞれに対して行っ
た。ステップワイズの中でも、ある有意水準を基準
として、多くの変数の中から重要でない変数を段階
的にモデルから取り除いていく統計的アルゴリズム
である変数減少法を採用する6）。
　これらの分析を行うことで、両者の意識の違いが
確認されれば、その意識の違いを埋め、ともに意識
を高める施策について考察し、議論できる。
　2）　調査データの説明と加工
　ここで、分析に用いる調査データの説明と加工に
ついて解説を行う。
　死亡時画像診断と剖検の代替性についての意識を
測る指標として、Table 1および Table 2にある「死
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Table 2　Questionnaire for Physicians
臨床医向け
1 性別 1 : 男、2 : 女
2 年齢 1 : ～29歳、2 : ～39歳、3 : ～49歳、4 : ～59歳、5 : 60歳～
3 医師免許取得後年数 1 : ～2年、2 : ～5年、3 : ～9年、4 : ～19年、5 : 20年～
4 診療科 1 : 内科系、2 : 外科系、3 : 麻酔科・救命救急、4 : 緩和医療、5 : 精神科、6 : その他
5 過去に立ち会った剖検数 1 : 0例、2 : 1～9例、3 : 10～49例、4 : 50～99例、5 : 100例～
6 職場に剖検数の目標値はあるか 1 : ある、2 : ない、3 : 知らない
7 急性期病院の望ましい剖検率はどの程度と考えるか
1 : 5%以下、2 : 10%以下、3 : 25%以下、4 : 50%以下、5 : 51%以上
8 剖検についてどのように指導されたか 1 : 原則全例行う、2 : 医師の裁量に応じて行う、3 : 特に指導を受けていない、4 : その他
9 自身は積極的に剖検に取り組んでいるか 1 : そう思う、2 : どちらかといえばそう思う、3 : どちらかといえばそう思わない、4 : そう思わない
10 剖検に積極的でなくなった時期 1 : 5年以内、2 : 10年前、3 : 11年以上前、4 : もともと積極的ではない
11 積極的に剖検を勧めようと考えるときの理由
1 : 正確な死因を知りたい、2 : 組織が積極的、
3 : 自分の評価・実績が向上する、4 : 医学の進歩に貢献できる、
5 : のちのトラブルに備えて事実を明確にしたい、6 : その他
12 積極的に剖検を勧めない理由
1 : 臨床研修制度などにおける剖検率基準の廃止、
2 : 病院収入に結びつかない、3 : 医師が多忙である、
4 : 臨床医としての評価に繋がらない、
5 : 生前診断と剖検結果が異なると訴訟リスクが高まる、
6 : 病理医側の体制が整っていない、7 : 遺族の理解が得られにくい、
8 : 診断技術の進歩などにより医学的意義が減った、9 : その他
13 後進医師へ剖検を積極的に勧めたいと思うか
1 : そう思う、2 : ややそう思う、3 : どちらとも言えない、
4 : あまりそう思わない、5 : そう思わない
14 死亡時画像診断は剖検の代替手段となると考えるか
1 : そう思う、2 : ややそう思う、3 : どちらとも言えない、
4 : あまりそう思わない、5 : そう思わない
15 今後あるべき死体検索の姿
A 全例を対象として（A-1 : 全てに剖検、
A-2 : 死亡時画像診断または剖検のどちらかを選択する、
A-3 : スクリーニングとして死亡時画像診断を行い必要に応じて剖検）、
B 医師の裁量で対象を選択したうえで（B-1 : 選択したすべてに剖検、
B-2 : 死亡時画像診断または剖検のどちらかを選択する、
B-3 : 選択してスクリーニングとして死亡時画像診断を行い必要に応じて
剖検）、
C その他
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亡時画像診断は剖検の代替手段となると考えるか」
（1 : そう思う～5 : そう思わない、の 5件法）をい
う質問を用いる。この質問は、回答者が 1を選べば、
「死亡時画像診断が剖検の代替となり得る」という
考えを、逆に 5を選べば、「死亡時画像診断が剖検
の代替となり得ない」という考えをもつことになる。
言い換えると、この質問は、1を選ぶと剖検よりも
死亡時画像診断を、逆に 5を選ぶと死亡時画像診断
よりも剖検をより重視していると言える。また、序
言で既に述べたように、死亡時の臨床診断と剖検診
断は必ずしも一致しないことを考えた場合、5を選
択する方が死因究明や医療の質の確保を考えている
と解釈することもできる。
　Table 1および Table 2にある「今後あるべき死体
検索の姿について」の質問から「死因調査 1」（死
因調査について全例を対象として行うべき）および
「死因調査 2」（死因調査について解剖を行うべき）
の変数を作成している。前者は A-1から A-3のい
ずれかを選択していると 1、そうでなければ 0を付
与するダミー変数であり、後者は A-1もしくは B-1
のいずれかを選択していると 1、そうでなければ 0
を付与するダミー変数である。
結　　　果
1.　有効回答数
　945名の認定病理専門医（有効回答率 : 46.0%）、
2,655名の臨床医（有効回答率 : 66.4%）から回答
を得た。回答者の属性については Table 3に示して
いる。
2. 病理医と臨床医の死亡時画像診断についての
意識の差 
　1）　選択肢別回答数
　「死亡時画像診断は剖検の代替手段となりえるか」
との質問に対する病理医と臨床医の回答内訳を Fig. 
1に示す。
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Table 3　Baseline characteristics of study participants
病理医（総数 945） 臨床医（総数 2,655）
性別
男性 742 男性 2,175
女性 193 女性 461
年齢 質問なし
～29歳 292
～39歳 1,033
～49歳 800
～59歳 426
60歳～ 89
職位（病理医）/診療科（臨床医）
大学院生 72 内科系 130
大学の基礎医学 223 外科系 319
大学の病理診断科、病理部 303 麻酔科・救急救命 373
市中病院の病理診断科、病理部 346 緩和医療 415
登録衛生検査所 2 精神科 772
研究所 17 その他 626
その他 11
認定病理専門医取得年数（病理医）
/医師免許取得後年数（臨床医）
受験予定 148 ～2年 44
5年未満 135 ～5年 343
5～10年未満 138 ～9年 436
10～15年未満 120 ～19年 983
15～20年未満 112 20年 ～ 829
20～25年未満 107
25～30年未満 101
30年以上 25
現在の職場勤務年数
～2年未満 200
質問なし
2～5年未満 211
5～10年未満 244
10年以上 287
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　2）　病理医と臨床医の意識の差
　Mann-Whitney検定およびステップワイズ順序ロ
ジット回帰分析には STATA/SE（version 11.2）を使
用した。
　Mann-Whitney testの結果、病理医と臨床医の回
答には有意水準 1%で差が認められた。臨床医群は
病理医群と比較して「死亡時画像診断が剖検の代替
手段となり得る」と思う傾向が認められた（Table 4）。
3.　各群において上記意識に影響を与える要因
　1）　病理医
　病理医調査の質問項目から、「死亡時画像診断が
剖検の代替手段となり得る」との意識を支持し又は
支持しない要因を探った。
　病理医に関する推計結果を Table 5に示す。13の
変数のうち最終的に、8の変数が残った。Table 5に
ある変数以外は段階的に取り除かれ、統計的に有意
とならなかった。「死因調査 1」と「現在の職場で
の勤務（研修）年数」の推計された係数は正の値と
5
36 
 
F i g .  1  R e s p o n s e  t o  t h e  q u e s t i o n :  “ H o w  d o  y o u  
t h i n k  o f  t h e  o p i n i o n  t h a t  p o s t m o r t e m  i m a g i n g  
c a n  r e p l a c e  d i s s e c t i o n s ”  A :  P a t h o l o g i s t s ,  B :  
P h y s i c i a n s  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1　Response to the question : “How do you think of the opinion that postmortem imaging can replace dissections” 
A : Pathologists, B : Physicians
Table 4　Opinions of pathologist and clinicians on postmortem autopsies
死亡時画像診断は代替手段となりえるか
Mann-Whitneyの U 1,479,194
WilcoxonのW 4,891,772
Z 9.778
漸近有意確率（両側） 0.000
Pr（臨床医）>Pr（病理医） 0.603
N  平均ランク 順位和
臨床医 2,612 1,872.81 4,891,772.00
病理医   939 1,506.71 1,414,804.00
合計 3,551
臨床医と病理医の回答には差異がある（p<0.01）。臨床医が、病理医よりも「死
亡時画像診断が剖検の代替手段となりうる」と思う確率が 0.603ある。
Opinions of pathologist and clinicians are signiﬁcantly different on postmortem autop-
sies （p<0.01）.　More clinicians tend to think that postmortem imaging can replace dis-
sections than pathologists.
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なり、それ以外の 3変数の係数は負の値となった。
前者は「死亡時画像診断が剖検の代替手段となる」
ことを支持することにつながる要因となり、それ以
外の変数は剖検を死亡時画像診断よりも支持するこ
とにつながる要因になる。
　2）　臨床医
　臨床医調査の質問項目から、「死亡時画像診断が
剖検の代替手段となり得る」との意識を支持する又
は支持しない要因を探った。
　臨床医に関する推計結果を Table 6に示す。11の
変数は最終的に 6の変数が残った。「死因調査 1」
と「剖検についての指導の有無」は「死亡時画像診
断が剖検の代替手段となる」ことを支持することに
つながる要因となり、それ以外の変数は剖検を死亡
時画像診断よりも支持することにつながる要因にな
る。
考　　　察
　わが国の病理解剖（剖検）数は減少傾向にある。
剖検率の低下のもたらす問題点は、臨床段階での診
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断と死亡後の剖検による診断が必ずしも一致しない
ことからも分かるように7）8）、医療行為が患者のア
ウトカムに重篤な影響をもたらしていないか、臨床
段階で発見できなかった事実はないかなどを検証す
る機会を失うことにある9）。たしかに、剖検が、重
大な未知の疾患を見つけ出す可能性は年々低下して
おり、不完全な剖検は不完全な情報をもたらすとの
指摘もあるが10）、死亡時画像診断が死因を特定しう
る疾患には限界があり、また、剖検により予期せぬ
疾患を覚知できる症例もあることから、死因究明お
よび医療の質確保という点で、現在も剖検の重要性
は失われていない。
　剖検率低下の理由の一つに、診断技術の発展が挙
げられている2）7）11）12）。本研究では、まず、病理医と
臨床医の死亡時画像診断に対する意識を検討し、つ
ぎに、各群においてみられた死亡時画像診断に対す
る意識を支持する要因を検討した。
　臨床医群は病理医群と比較して「死亡時画像診断
が剖検の代替手段となり得る」と思う傾向が認めら
れた。この結果は、病理医は、主に剖検を行う立場
Table 5　Stepwise regression analysis correlating pathologists’ opinions regarding postmortem autopsies.
Coef. Std. Err. Z P>|z|
死因調査 1（死因調査について全例を
対象として行うべき） −0.3098530 0.1315691 −2.36 0.019
死因調査 2（死因調査について剖検を
行うべき） 1.7461290 0.1533058 11.39 0.000
性別 0.5628727 0.166228 3.39 0.001
大学・大学病院ダミー 0.4464998 0.1591301 2.81 0.005
認定病理専門医取得の経過年数 0.1081781 0.0413141 2.62 0.009
現在の職場での勤務（研修）年数 −0.1472463 0.0723812 -2.03 0.042
現在の職場での年間平均剖検数 0.1482634 0.0675639 2.19 0.028
自身の（平成 20年の）剖検数 0.1159785 0.0525466 2.21 0.027
閾値 1 −3.5642110 0.2963464
閾値 2 −2.3166600 0.2813686
閾値 3 −0.9161962 0.2714213
閾値 4 1.2347370 0.2833303
Number of obs = 859
LR ch2（8） = 214.40
Prob >chi2 = 0.0000
Log likelihood = −1199.174
PseudoR2 = 0.0821
係数が正の値となったものは、死亡時画像診断が剖検の代替手段となることを支持する要因である。係数が負の値
となったものは、剖検を支持することにつながる要因になる。Factors which have positive coefﬁcient support the opinion 
that postmortem imaging can replace dissections, and factors which have negative coefﬁcient vice versa.
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にあり、剖検により臨床経過からは知りえなかった
知見を得る機会が臨床医よりも多いために剖検を重
視するのに対して、臨床医は「臨床経過からは死因
が明らかである」と思っている症例を扱う機会が多
いため、死亡時画像診断で足りると考えている可能
性を示唆している。しかし、上述の通り、死亡時画
像診断にも限界があり、臨床医においてその限界に
注意するという意識を植える必要がある。
　「死亡時画像診断が剖検の代替手段となり得る」
との考えに影響を与える要因を分析したところ、両
群において、「死亡症例全例に死因調査を行うべき
である」との考えが「死亡時画像診断が剖検の代替
手段となり得る」との意識を支持する要因となって
いた。これは、病理医及び臨床医とも、死因調査と
しての剖検の重要性は認識しつつも、死亡例全例に
対してこれを行うことは、人的経済的制約により難
しいとの意識があるからと考える。
　病理医群では、「所属が大学・大学病院であること」
が剖検を支持する要因となっている。これらの施設
では、複雑な病態の症例が多く死因究明の要求が高
いことが影響していると考える。また、設備や人的
資源がその他の施設に比べて恵まれている可能性も
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ある。
　臨床医群で「剖検についての指導を受けた」こと
が、「死亡時画像診断が剖検の代替手段となること」
を支持する要因となった。これは、内科・外科に所
属する臨床医からの回答が 16.5%であったのに対
し、精神科・緩和医療からの回答が 43.6%であっ
たことが影響していると考えた。すなわち、種々の
臓器障害が複雑に影響しあう疾患を取り扱うことが
多い診療科においては、「最終的な死因が何である
か」を知るために剖検を積極的に行うべきとの指導
がなされるため、死因究明への関心が高いが、他方、
死因が癌死であることが多い緩和医療や、患者の死
亡に立ち会う機会の少ない精神科では剖検について
の指導が少なく、死因究明への意識が乏しくなり、
剖検でも死亡時画像診断でもどちらでもよいが、よ
り簡便な後者を選ぶという者が多いのではないかと
考えた。
　剖検率低下の要因としては、剖検に対する消極的
な意識の他に、患者側の要因、制度的要因、医師の
仕事量増大なども考えられる。患者側の要因として、
高齢化が進むと高齢者の死亡を自然死とみなし、「剖
検は不要である」とする臨床医がさらに増加すると
Table 6　Stepwise regression analysis correlating physician’s opinions to postmortem autopsies.
Coef. Std. Err. Z P>|z|
死因調査 1（死因調査について全例を
対象として行うべき） −0.4183586 0.0847387 −4.94 0.000
死因調査 2（死因調査について剖検を
行うべき） 1.41338 0.1010501 13.99 0.000
剖検についての指導の有無 −0.2028872 0.088356 −2.30 0.022
内科系診療科 0.1256272 0.0834175 1.51 0.132
医師免許取得後経過年数 0.0655986 0.0407501 1.61 0.107
後進の医師への積極的な剖検の勧め 0.0873296 0.0427044 2.04 0.041
閾値 1 −3.644942 0.2287153
閾値 2 −2.09082 0.2142131
閾値 3 −0.8088825 0.210006
閾値 4 1.368977 0.2123648
Number of obs = 2119
LR ch2（8） = 264.69
Prob >chi2 = 0.0000
Log likelihood = −2907.7098
PseudoR2 = 0.0435
係数が正の値となったものは、死亡時画像診断が剖検の代替手段となることを支持する要因である。係数が負の値
となったものは、剖検を支持することにつながる要因になる。Factors which have positive coefﬁcient support the opinion 
that postmortem imaging can replace dissections, and factors which have negative coefﬁcient vice versa.
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考えられる。制度的要因としては、費用の問題があ
る。我が国と同じく剖検率の減少する諸外国のなか
で14-19）、ハンガリー及びオーストリアの剖検率減少
が比較的緩やかなのは、病理解剖に対する費用が剖
検体数毎に国から支給されていることが影響してい
る13）。わが国でも、剖検率上昇を図るのであれば、
1体につき 25万円程度とされる剖検費用が、病院
のいわゆる「持ち出し」となっている現状を改善し
なければならない。業務量増加についてみると、病
理医は限られた人数で膨大な量の診断を下さなけれ
ばならず、臨床医も入院日数の短縮による業務量の
増加や医療安全活動など以前は存在しなかった業務
によって、剖検という「義務ではないため行わなく
ても済む」業務を忌避する遠因となっている可能性
がある。国家施策として剖検率向上を考えるのであ
れば、病理医、臨床医両者に対して剖検についての
インセンティブを付与する等、医師の意識以外の部
分の制度設計も必要である。
　本研究の限界（limitation）として、臨床医群の科
別人数がある。平成 19年の厚生労働白書によると、
臨床医に占める精神科医の割合は約 4.7%であっ 
た20）のに対して、本研究では臨床医群の回答者の
29.1%が精神科医であった。本研究における臨床医
群には、全臨床医を母集団とした場合のサンプルと
しての限界がある。
結　　　論
　死因究明のために全例に剖検を行うことは、理想
ではあるが人的経済的制約のために不可能である。
剖検率を上げるには制度的な構築が必要であるが容
易ではない。本研究結果から、病理医及び臨床医と
も、「死亡症例全例に死因調査を行うべきである」
との考えが「死亡時画像診断が剖検の代替手段とな
り得る」との意識を支持する要因であることが明ら
かとなった。このことから、死亡時画像診断を一次
スクリーニングとして使用し、必要に応じて二次的
に剖検を施行するという方法が、死因究明方法とし
て病理医及び臨床医の意識に合致するものであり、
必要な症例を選択して剖検を行うという点において
剖検率低下に歯止めをかけ得るものとなる可能性が
示唆された。
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Analysis of the cause of the decrease in autopsies in Japan :  
A comparison of the opinion of pathologists and clinicians
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Abstract
　　Autopsy rates have been dropping in Japan.　In an attempt to increase the autopsy rates we analyzed differences in opin-
ions of pathologist and clinicians regarding postmortem autopsies.　From September to November 2009, we carried out a ques-
tionnaire among certiﬁed pathologists of The Japanese Society of Pathology and clinicians who work at hospitals that have an 
“Accreditation Postgraduate Clinical Training Program” certiﬁed by the Japan Council for Evaluation of Postgraduate Clinical 
Training, to which 945 pathologists and 2655 clinicians replied.　More clinicians tend to think that postmortem imaging （e.g.　
CT） can replace dissections than pathologists.　The opinion that the cause of death should be investigated supported the concept 
that postmortem imaging can replace dissections in both groups.　Even clinicians who have learned the signiﬁcance of dissec-
tion tended to think that postmortem imaging can replace dissections.　Although there are restrictions concerning costs and 
human resources, it is desirable to perform postmortem autopsies in all cases of death.　Pathologists and clinicians should judge 
whether a postmortem autopsy should be performed.　We suggest that postmortem images should be used for screening.　If the 
cause of death is not clear on postmortem imaging, autopsy should be performed.
〈Key words〉: Autopsy, Postmortem Imaging, Autopsy Imaging, Clinico-Pathological Conference （CPC）
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